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「リース会計に関する論点の整理」について 

 平成22年12月27日に貴委員会から公表されました「リース会計に関する論点の整理」につき、

以下のとおり意見を申し上げます。 

 

（質問 1）借手の会計処理 

 一般的な不動産の賃貸借取引は解約可能な取引であり、将来の支払うべき資産と債務が確定し

ているものではなく、未履行契約と同様、使用分に応じて費用計上されるべきであると考えます。 

また、金融取引を意図したものでないにも係わらず、賃借料を元本と利息に区分し、契約当初に

多く費用計上し逓減で費用認識することは、不動産の賃貸借取引の経済的実質を適切に反映して

いるとは言えないと思いますので、不動産の賃貸借取引のような解約可能な取引については、現

行どおり、資産・負債を計上せず、支払賃借料を費用に計上していく現行の賃貸借処理が適切で

あると考えます。 

（質問 3）短期のリース 

短期のリースは簡便な処理が適用できる内容であるが、そもそも賃貸借取引のうち、1年以内の

短期間の取引を調べるだけでも、非常に事務負担が大きくなることが想定され、また、賃借料を

元利分解しないとはいえ、貸借対照表にオンバランス処理することは極めて煩雑な処理となるた

め、現行の賃貸借処理を維持すべきであると考えます。 

 質問 4）更新オプション等の取扱い 

賃貸借契約の更新オプションを考慮して、発生可能性が 50％超の最長リース期間を見積ったう

えで資産・負債計上額を算出することは、かなりの労力を要し、また企業側の判断となることか

ら客観性に欠ける情報となりかねません。よって、リース期間は、更新オプション等を考慮せず

確実な期間である契約の定められた期間とすべきであると考えます。 

以 上 


